
様式 １　公表されるべき事項

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事（非常勤）

独立行政法人地域医療機能推進機構（法人番号6040005003798）の役職員の報酬・給与等につい
て（令和６年度）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

役員報酬基準は、年俸及び手当から構成されている。
年俸については、独立行政法人地域医療機能推進機構役員報酬規程に則り、

月例年俸額（14,136,000円）及び業績年俸額（5,571,600円）としている。
手当については、独立行政法人地域医療機能推進機構役員報酬規程に則り、

通勤手当、単身赴任手当及び地域手当を加算して算出している。
なお、令和６年度では、６年度における国家公務員指定職の給与改定を参考に、

業績年俸額の引き上げ（年間0.05月相当）を実施している。

法人の長と同様、役員報酬支給基準は、年俸及び手当から構成されている。
年俸については、独立行政法人地域医療機能推進機構役員報酬規程に則り、

月例年俸額（9,840,000円）及び業績年俸額（3,878,300円）を基本としている。
手当については、独立行政法人地域医療機能推進機構役員報酬規程に則り、

通勤手当、単身赴任手当及び地域手当を加算して算出している。
なお、令和６年度では、法人の長と同様に６年度における国家公務員指定職の

給与改定を参考に、業績年俸額の引き上げ（年間0.05月相当）を実施している。

当法人では、業績年俸において前年度の業績年俸の額に、前年度の厚生労働大臣の業績
評価を踏まえ、評価結果に応じて100分の80以上100分の120以下の範囲内で理事長が定める
割合を乗じて得た額を支給している。

令和６年度の業績年俸においては、法人の経営状況に鑑み、前年度の厚生労働大臣の業
績評価を踏まえ100分の110を乗じて得た額のうち100分の81を支給した。

報酬については、独立行政法人地域医療機能推進機構役員報酬規程に則り、
常勤理事の報酬との権衡を考慮して、理事長が定めることとしている。

報酬については、独立行政法人地域医療機能推進機構役員報酬規程に則り、
常勤監事の報酬との権衡を考慮して、理事長が定めることとしている。

別 添

当法人は、中期目標管理法人であり、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を
行っている。役員報酬の支給水準を設定するにあたっては、独立行政法人通則法第50条の
2第3項の規定に基づき、国家公務員（指定職）の給与、民間企業の役員の報酬及び当法人
の経営状況等を考慮している。



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

22,891 14,136 6,211 2,544
（地域手当）

R4.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

5,239 2,460 2,336 443 （地域手当）
（通勤手当）

R4.6.29 R6.6.29 ◇

千円 千円 千円 千円

10,023 6,867 1,750 1,406 （地域手当）
（通勤手当）

R6.7.1 ◇

千円 千円 千円 千円

14,295 9,156 3,449 1,689 （地域手当）
（通勤手当）

R6.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

17,209 10,776 4,269 2,164 （地域手当）
（通勤手当）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

16,075 9,840 4,323 1,912 （地域手当）
（通勤手当）

R4.4.1

千円 千円 千円 千円

14,091 9,840 2,429 1,822 （地域手当）
（通勤手当）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

825 825 - -
（　　　　）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

775 775 - -
（　　　　）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

720 720 - -
（　　　　）

H26.4.1 R6.6.30

千円 千円 千円 千円

2,880 2,880 - -
（　　　　）

H26.4.1

千円 千円 千円 千円

2,160 2,160 - -
（　　　　）

R6.7.1

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：上記の他、当法人の病院長が本務であるため、役員報酬が支給されない非常勤理事が５人いる。

E理事

F理事

A監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

D理事

前職

C理事

その他（内容）

B監事
（非常勤）

G理事
（非常勤）

H理事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

就任・退任の状況
役名



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

当該役員の報酬は、医療の提供を主要な業務とする他法人の役員の報酬額と比較しても妥
当な水準であると考える。また、役員の職務内容の特性や令和５年度業務実績評価結果を鑑
みても妥当な報酬水準であると考える。

当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っており、
① 地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多様なニーズ

に応え、地域住民の生活を支えること。
② 地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向上を図ること
③ 地域医療・地域包括ケアの推進に寄与できる人材を育成し、地域住民への情報発信を

強化することが求められている。さらに、内部統制や業務の透明性を確保し、社会に対する
説明責任を果たすこととしている。

これらの役割を担う当法人の長は、地域医療に貢献してきた経験、医療者としての豊富な知識、法人
の自立的運営やガバナンス体制の構築強化など強い指導力を有している。当法人の長の報酬は、類
似した事業を行っている他の法人の長の報酬と同程度であることに加え、令和５年度業務実績評価結
果については、８項目中、１項目がＳ評価、４項目がＡ評価、３項目がＢ評価であり、総合評価がＡ評価
であることから、報酬水準は妥当と考えられる。

当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っており、
① 地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多様なニーズに

応え、地域住民の生活を支えること
② 地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向上を図ること
③ 地域医療・地域包括ケアの推進に寄与できる人材を育成し、地域住民への情報発信を
強化することが求められている。さらに、内部統制や業務の透明性を確保し、社会に対する
説明責任を果たすこととしている。

当法人の理事は、管理・労務・経営、医療・研修、看護・介護・地域包括ケア、病院経営・総合診療医、
情報システムについて各職務を担当し、理事長を補佐してそれぞれの職務を適正かつ効率的に行い、
当該担当職務に関して関係職員を指揮監督する役割を担っている。

理事の報酬は、類似した事業を行っている他の法人の理事の報酬と同程度であることに加え、令和５

年度業務実績評価結果については、８項目中、１項目がＳ評価、４項目がＡ評価、３項目がＢ評価であ

り、総合評価がＡ評価であることから、報酬水準は妥当と考えられる。

当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っており、
① 地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多様なニーズに

応え、地域住民の生活を支えること
② 地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向上を図ること
③ 地域医療・地域包括ケアの推進に寄与できる人材を育成し、地域住民への情報発信を

強化することが求められている。さらに、内部統制や業務の透明性を確保し、社会に対する
説明責任を果たすこととしている。

当法人の監事（非常勤）は、理事長及び会計監査人と連携して意思疎通を図り、監事監査の実施に
よりその結果を業務に反映させ、公正中立に法人運営の適正な執行を担保する役割を担っている。

監事の報酬は、当法人と類似した事業を行っている他の法人の監事の報酬と同程度であり、この点
を踏まえても報酬水準は妥当と考えられる。

当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っており、
① 地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多様なニーズに

応え、地域住民の生活を支えること
② 地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向上を図ること
③ 地域医療・地域包括ケアの推進に寄与できる人材を育成し、地域住民への情報発信を

強化することが求められている。さらに、内部統制や業務の透明性を確保し、社会に対する
説明責任を果たすこととしている。

当法人の理事（非常勤）は、社会保障・経済政策、病院薬剤師育成について各職務を担当し、理事
長を補佐してそれぞれの職務を適正かつ効率的に行い、当該担当職務に関して関係職員を指揮監
督する役割を担っている。

常勤理事の報酬との権衡を考慮して理事長が定めることとしており、職務内容の特性を踏まえても報

酬水準は妥当と考えられる。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

5,346 4 0 R6.3.31 1.3

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事

該当者なし

在任期間4年における業績を踏まえ、厚生労働大臣において、業績勘案率1.3と決定された。

法人の長

理事
（非常勤）

該当者なし

理事

監事
（非常勤）

理事
(非常勤）

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

法人での在職期間

法人の長

監事
（非常勤）

判断理由

当法人では、業績年俸において前年度の業績年俸の額に、前年度の厚生労働大臣の
業績評価を踏まえ、その評価結果に応じて100分の80以上100分の120以下の範囲内で理
事長が定める割合を乗じて得た額を支給している。今後も引き続き、法人及び役員の業績
に応じた適正な役員報酬となるような仕組みを継続していくこととしている。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方
　当法人の職員の給与水準は、独立行政法人通則法第50条の10第3項の規程に基づき、一般職
の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与等、民間企業の従業員の給与等、
当該中期目標管理法人の業務の実績並びに職員の職務の特性及び雇用形態その他の事情を考
慮しつつ、労働組合との交渉により決定している。
　人件費管理は、中期計画において、「良質な医療及び介護を効果的・効率的に提供していくた
め、医師、看護師、介護福祉士等の医療・介護従事者数については、経営にも十分配慮の上、医
療及び介護を取り巻く状況の変化に応じて適切に対応するとともに、給食や医事等の業務におい
ては、アウトソーシング化等による業務の効率化・迅速化だけでなく、サービスの質向上や人材育
成等の効果等についても総合的に勘案した上で、適切な人員配置に努める。」こととしており、当
該計画に基づき適正な人員配置に努めるとともに、業務委託についてもコスト低減に十分配慮した
有効活用を図ること等により、人件費率と委託費率を合計した率について、業務の量と質に応じた
病院運営に適正な率を目指す。
　また、給与水準は、国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、法人の業務の実績及び職
員の職務の特性等を考慮し、国民の理解が十分得られるよう必要な説明ができるものとする。

　当法人は、平成26年4月の法人発足時より評価制度を導入しており、業績年俸、業績手当、昇給
に反映させている。
　年俸制適用職員にあっては、前年度の業務の実績を考慮し、100分の70から100分の130の範囲
内で定める割合を前年度の業績年俸に乗じて得た額を支給し、その他の常勤職員にあっては、業
績に応じて定める割合を算定基礎額に乗じて得た額（業績反映部分）を支給している。
　また、経常収支が良好な病院に在籍する職員に対しては、年度末賞与を支給している。
　昇給については、常勤職員（院長を除く）の勤務成績に応じて、5段階に区分し、反映させてい
る。

　独立行政法人地域医療機能推進機構職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（扶養手当、住
居手当、通勤手当、単身赴任手当、地域手当、広域異動手当、寒冷地手当、役職手当、特殊勤
務手当、附加職務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直等手当、役職職員特別勤務
手当、医師等派遣手当、業績手当、医師手当、医療専門資格手当及び診療看護師手当）を支給
している。
　業績手当については、基礎的支給部分、業績反映部分及び年度末賞与があり、支給額につい
ては以下のとおりである。
　基礎的支給部分については、基礎的支給部分算定基礎額（基本給月額+扶養手当の月額+地域
手当の月額+広域異動手当の月額+役職加算額+役付加算額）に100分の125（役職手当の支給を
受けている職員にあっては、100分の105）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるそ
の者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　業績反映部分については、役職職員とその他の職員とに区分して、それぞれの標準事業場支給
総額（業績反映部分算定基礎額（基本給月額+基本給月額に対する地域手当の額+基本給月額に
対する広域異動手当の額+役職加算額+役付加算額）+扶養手当の月額+扶養手当の月額に対す
る地域手当の額+扶養手当の月額に対する広域異動手当の額に標準事業場支給割合を乗じて得
た額）に理事長の定めた割合を乗じて得たそれぞれの支給総額の範囲内で、それぞれに各職員
のポイントにより決定される。職員のポイントについては、基本ポイント（業績反映部分算定基礎額
を1,000円で除して得た額）+成績ポイント（基本ポイントに成績ポイント率を乗じて得た額）に基準日
以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、
業績反映部分については、各病院の経営状況により、変動する仕組みとなっている。
　年度末賞与については、当該年度の経常収支が良好な病院に在籍する職員に対して、算定基
礎額（基準日現在に受けるべき基本給+基準日現在に受けるべき基本給に対する地域手当の額及
び広域異動手当額+役職加算額+役付加算額）に当該病院の経常収支に応じた支給割合を乗じ、
さらに基準日以前12箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額を
支給している。
　また、年俸制適用職員にあっては、業績年俸の額+扶養手当加算額+地域手当並びに広域異動
手当の額に業績評価に応じた増減率を乗じ、さらにその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た
額を支給している。

令和６年度においては、法人の経営状況を考慮し、基本給のベースアップ（令和５年度未実
施分及びベースアップ評価料新設に伴う2.3％（事業主負担含む）の引き上げ）及び人事院勧
告を参考に、賞与支給月数の引き上げ（4.5月→4.6月）、寒冷地手当を引き上げ（11.3％）、非
常勤職員の時間給単価の上限引き上げなどの改定を行った。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

15,258 41.4 5,662 4,335 74 1,327
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,193 44.8 5,898 4,505 114 1,393
人 歳 千円 千円 千円 千円

681 45.3 12,145 9,545 85 2,600
人 歳 千円 千円 千円 千円

8,248 40.2 5,408 4,130 61 1,278
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,669 40.4 5,276 4,015 89 1,261
人 歳 千円 千円 千円 千円

171 49.8 5,077 3,841 70 1,236
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 52.3 7,774 5,971 149 1,803
人 歳 千円 千円 千円 千円

209 44.1 5,289 4,013 83 1,276
人 歳 千円 千円 千円 千円

242 49.4 4,167 3,187 63 980
人 歳 千円 千円 千円 千円

668 44.4 4,903 3,821 58 1,082
人 歳 千円 千円 千円 千円

82 45 5,018 3,810 107 1,208
人 歳 千円 千円 千円 千円

79 46.8 4,102 3,142 76 960

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く

注２：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。

注３：「研究職種」及び「教育職種（高等専門学校教員）」については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注４：令和６年度を通じて在職し、かつ、令和７年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）の状況である。

注５：非常勤職員については、調査の対象に該当する者がいないため、表を記載していない。

注６：「医療職種（医療技術職）」は、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師等である。

　　　「技能職種（自動車運転手等）」は、電話交換手、自動車運転手、ボイラー技士等である。

　　　「教育職種（看護専門学校教員）」は、教員である。

　　　「療養介助職種（看護助手等）」は、看護助手、薬剤助手等である。

　②　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

749 56.8 15,914 12,156 101 3,758
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 66 19,440 14,366 92 5,074
人 歳 千円 千円 千円 千円

706 56.2 15,699 12,021 102 3,678

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。

注２：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注３：令和６年度を通じて在職し、かつ、令和７年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）の状況である。

教育職種
（看護専門学校教員）

区分

介護福祉職種
（介護福祉士等）

区分

診療情報管理職種
（診療情報管理士）

医師事務作業補助職種
（医師事務作業補助員）

総額

医療職種
（病院医師）

療養介助職種
（看護助手等）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

福祉職種
（MSW、保育士等）

技能職種
（自動車運転手等）

うち賞与

人員

医療職種
（病院医師）

院長

人員

常勤職員

平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

医療職種
（医療技術職）

令和６年度の年間給与額（平均）

常勤職員

平均年齢
総額 うち所定内

うち所定内 うち賞与



　③　職種別支給状況（再雇用職員）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

390 62.7 3,803 3,261 73 542
人 歳 千円 千円 千円 千円

33 62.4 3,816 3,233 109 583
人 歳 千円 千円 千円 千円

189 62.7 4,123 3,545 61 578
人 歳 千円 千円 千円 千円

93 62.7 3,473 2,969 92 504
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 62.8 3,199 2,714 78 485
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

32 63.1 3,312 2,840 73 472
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 62.3 3,777 3,302 47 475
人 歳 千円 千円 千円 千円

注１：再雇用職員については、在外職員、任期付職員及び非常勤職員を除く。

注２：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注３：令和６年度を通じて在職し、かつ、令和７年４月１日に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）の状況である。

注４：再雇用職員の福祉職種（MSW、保育士等）及び診療上管理職種（診療情報管理士）については、該当者が２名以下のため、

当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、再雇用職員全体の数値からも除外している。

診療情報管理職種
（診療情報管理士）

技能職種
（自動車運転手等）

福祉職種
（MSW、保育士等）

事務・技術

医療職種
（医療技術職）

医療職種
（病院看護師）

介護福祉職種
（介護福祉士等）

再雇用職員

人員
総額

療養介助職種
（看護助手等）

区分 うち賞与うち所定内平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）



（事務・技術職員）

注１：20-23歳の年齢層には、該当者がいない。

（医療職員（病院医師））

注１：20-23歳の年齢層には、該当者がいない。

④ 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））
〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以下、⑥まで同じ。〕
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（医療職員（病院看護師））

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

10 51.8 9,353
36 27.1 4,217

259 45.4 5,577
523 40.8 4,472

（医療職員（病院医師））

平均
人 歳 千円

504 50.7 13,541
401 42.1 11,482

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

682 52.2 7,141
6,431 37.5 5,004

年間給与額

最高～最低

⑤

平均年齢

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））

千円

・看護師長 8,772　～　5,107
・看護師 7,150　～　3,493

分布状況を示すグループ 人員

千円

10,544　～　8,307

年間給与額

最高～最低

5,910　～　3,188

4,949　～　3,243
・地方係長

14,861　～　7,960

7,285　～　3,577

平均年齢
年間給与額

平均年齢

17,656　～　9,762

最高～最低

千円

・医師

人員

・本部課長

・本部係員

・地方係員

分布状況を示すグループ 人員

・診療科長

分布状況を示すグループ
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⑥

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

53.6 54.9 54.3
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.4 45.1 45.7

％ ％ ％

            最高～最低 62.3～21.0 69.4～14.3 62.7～25.1

％ ％ ％

63.3 63.5 63.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.7 36.5 36.6

％ ％ ％

            最高～最低 54.9～21.0 63.5～8.0 58.1～19.1

（医療職員（病院医師））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

0.0 0.0 0.0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

            最高～最低 100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

60.7 62.8 61.7
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.3 37.2 38.3

％ ％ ％

            最高～最低 61.4～20.5 66.3～7.5 58.4～19.6

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

53.8 53.7 53.7
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.2 46.3 46.3

％ ％ ％

            最高～最低 62.1～21.0 68.0～9.2 62.6～21.6

％ ％ ％

62.6 62.2 62.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.4 37.8 37.6

％ ％ ％

            最高～最低 54.9～19.8 63.7～6.3 58.2～18.7

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／医療職員（病院医師）／医療職員
（病院看護師））

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

２人 ５人 ９人

２人 ５人 ９人

９人



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

79.9

83.2

80.6

83.8

・年齢勘案

・年齢・地域勘案対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

　引き続き、国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び当法人と
類似した事業を実施している独立行政法人の職員の給与等を考慮し、適
切に対応していく。

講ずる措置

国家公務員より低い水準である

（給与水準の妥当性の検証）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　　なし】
【累積欠損額　　なし （令和５年度決算）】
【管理職の割合　29.0％（常勤職員数　1,193名中346名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　56.3％（常勤職員数　1,193名中672名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　20.1％（支出総額7,794
億円、給与・報酬等支給総額1,566億円：令和５年度決算）】

（主務大臣の検証結果）
国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（法人の検証結果）
　令和６年度における数値が、国家公務員より低くなっている理由として、経
営状況を考慮して令和６年度人事院勧告を参考にしたベースアップが未実
施であること、各病院の経営状況により賞与の支給率が決定されるため、年
間4.6月に満たない病院があること、経営状況を踏まえ地域手当の支給割
合を抑制していること、職員の占める大卒以上の高学歴者の割合が56.3％
と国（64.1％）と比較して低くなっていることなどが考えられる。
注）国の職員に占める大卒以上の高学歴者の割合は、令和６年国家公務
員給与等実態調査（行政職（一））の公表データより算出

・年齢・学歴勘案

・年齢・地域・学歴勘案

内容項目



○医療職員（病院医師）

97.9

100.1

97.9

100.1

（給与水準の妥当性の検証）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　なし】
【累積欠損額　なし（令和５年度決算）】
【大卒以上の高学歴者の割合　100％】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　20.1％（支出総額7,794
億円、給与・報酬等支給総額1,566億円：令和５年度決算）】
【管理職の割合　50.9％（常勤職員数1,387名中706名）】

（法人の検証結果）
　令和６年度の数値は国家公務員の給与水準と同程度又は低い水準と
なっているが、理由としては、管理職員に対して支給する役職手当の支給
対象者の割合が50.9％と、国（41.1％）よりも高くなっている一方、経営状況
を考慮し、令和６年度人事院勧告を参考にしたベースアップが未実施であ
ること、各病院の経営状況により賞与の支給率が決定されるため、年間4.6
月に満たない病院があることなどが考えられる。

　引き続き、国家公務員の医師の給与、民間医療機関の医師の給与及び
当法人と類似した事業を実施している独立行政法人の医師の給与等を考
慮しながら、医師確保の状況と併せて検討し、適切に対応していく。

国家公務員と同程度又は低い水準となっている。

講ずる措置

項目

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢・学歴勘案

・年齢・地域・学歴勘案

（主務大臣の検証結果）
国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

・年齢勘案

・年齢・地域勘案

内容



○医療職員（病院看護師）

91.8

92.0

91.9

92.1

・年齢勘案

・年齢・地域勘案

・年齢・学歴勘案

・年齢・地域・学歴勘案

内容

講ずる措置

　引き続き、国家公務員の看護師の給与、民間医療機関の看護師の給与
及び当法人と類似した事業を実施している独立行政法人の看護師の給与
等を考慮しながら、看護師確保の状況と併せて検討し、適切に対応してい
く。

国家公務員より低い水準である。

（給与水準の妥当性の検証）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　なし】
【累積欠損額　なし（令和５年度決算）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　20.1％（支出総額7,794
億円、給与・報酬等支出総額1,566億円：令和５年度決算）】
【管理職の割合　9.8％（常勤職員数　8,248名中808名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　19.3％（常勤職員数8,248名中1,595名）】

（法人の検証結果）
　令和６年度における数値が、国家公務員より低くなっている理由としては、
経営状況を考慮し、令和６年度人事院勧告を参考にしたベースアップが未
実施であること、各病院の経営状況により賞与の支給率が決定されるため、
年間4.6月に満たない病院があること、経営状況を踏まえ地域手当の支給
割合を抑制していることなどが考えられる。

　給与水準の妥当性の
　検証

（主務大臣の検証結果）
国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

項目



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D) 22,498,653 22,810,369 23,575,729 24,204,575 23,531,168 23,732,373
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

184,042,174 192,182,245

9,145,482 9,307,757

192,791,908

福利厚生費

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

非常勤役職員等給与
9,889,824

2,811,016

最広義人件費

9,256,5828,898,892 8,938,008

191,191,462 196,688,691183,927,846

〇　２２歳（大卒初任給）
　　　月額 200,100円 年間給与 3,321,660円
〇　３５歳（本部係長）
　　　月額 335,474円 年間給与 5,646,027円
〇　５０歳（本部課長）
　　　月額 571,474円 年間給与 9,436,007円
※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者13,000円、子１人につき6,500円）を支給
※業績手当は4.6月での支給で算出

156,583,479 155,633,968

区　　分

退職手当支給額
1,596,580 1,754,808 2,088,802 2,504,145 3,535,743

給与、報酬等支給総額
151,048,049 150,424,661 156,381,449 160,672,214

　平成26年4月の法人発足当初より業績評価制度を導入し、業績年俸、業績手当
及び昇給において反映させているところであり、今後も継続していく予定であ
る。

【主な増減要因】
〇「給与、報酬等支給総額」の主な増減要因

・各病院の経営状況により賞与の支給率が決定されるため。
〇「退職手当支給額」の主な増減要因

・勤続年数の増などに伴い、１人当たりの平均支給額が増加したため。
〇「非常勤役職員等給与」の主な増減要因

・非常勤時間単価の引き上げを行ったため。

※「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について（平成24年8月7日閣議決定）」及び「公務員の
給与改定に関する取扱いについて（平成29年11月17日閣議決定）」に基づき、以下の措置を講じた。

〇役員に関する講じた措置の概要：役員退職手当計算式に、退職日に応じて下記の率を乗じて得た額
とする。

：平成26年 7月 1日 ～ 100分の86.35
：平成30年 1月 1日 ～ 100分の83.7

〇職員に関する講じた措置の概要：職員退職手当計算式に、退職日に応じて下記の率を乗じて得た額
とする。

：平成26年 7月 1日 ～ 100分の87
：平成30年 4月 1日 ～ 100分の83.7



Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

特になし

【定年制度】
定年年齢：60歳（医師及び歯科医師は65歳）
職員は、定年に達したときは、定年に達した日（その職員の定年に係る誕生日の前日をいう。）以降にお
ける最初の3月31日に退職する。

【60歳以上の職員の給与制度】
・定年前の医師及び歯科医師：59歳以下の職員と同様の給与制度
・勤務延長者（定年退職により業務の正常な運営に著しい支障が生ずると認められる十分な理由がある
職員）：59歳以下の職員と同様の給与制度（人材確保が困難な医師及び幹部職員（薬剤部長、看護部長、
事務（部）長のみ）
・再雇用職員：その者に適用される基本給表に定める再雇用職員の基本給月額のうち、その者の職務の
級に応じた額とする。賞与については、年間2.4月を上限として支給。


